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(57)【要約】
【課題】部品点数を削減でき、係止ランスの係止解除操
作を容易とした端子係止構造を提供する。
【解決手段】端子収容室１１への端子４の挿入方向に対
して交差する方向に撓み変形可能で端子４に係止して端
子収容室１１内からの端子４の抜けを阻止する係止ラン
ス１８と、係止ランス１８の先端部から端子収容室１１
の相手端子の挿入開口１３側へ延設され、端子収容室１
１の内壁に連結され端子収容室１１内への端子４の挿入
方向に対して係止ランス１８と共に前記交差する方向へ
撓み変形可能な可撓性アーム１７とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コネクタハウジングの端子収容室内に端子を係止する端子係止構造であって、
　前記端子収容室への端子の挿入方向に対して交差する方向に撓み変形可能で端子に係止
して端子収容室内からの端子の抜けを阻止する係止ランスと、
　この係止ランスの先端部から前記端子収容室の相手端子の挿入開口側へ延設され、端子
収容室の内壁に連結され端子収容室内への端子の挿入方向に対して前記係止ランスと共に
前記交差する方向へ撓み変形可能な可撓性アームとを備えていることを特徴とする端子係
止構造。
【請求項２】
　請求項１記載の端子係止構造であって、
　前記係止ランスと可撓性アームとに一体に形成されて前記端子収容室内に収容された端
子を対向する壁面側へ押さえる端子押さえ壁を有していることを特徴とする端子係止構造
。
【請求項３】
　請求項２記載の端子係止構造であって、
　前記係止ランスと可撓性アームとが端子収容室の対向面にそれぞれ設けられ、前記端子
押さえ壁の先端面が前記端子収容室の相手端子の挿入開口から視認可能な中途挿入検知面
であることを特徴とする端子係止構造。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか１項記載の端子係止構造であって、
　前記係止ランスは、一端が端子収容室の端子挿入側に連結され、他端が端子収容室の相
手端子の挿入開口側に延設された可撓性支持部と、この可撓性支持部の先端側に設けられ
て端子収容室に挿入された端子と係合して端子の抜けを阻止する係合部とによって形成さ
れていることを特徴とする端子係止構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、端子をコネクタハウジングの端子収容室内に保持するための端子係止構造に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　コネクタハウジングの端子収容室内に挿入された端子は、端子収容室内に設けられた係
止ランスによって係止されることにより端子収容室からの抜けが阻止される。このような
端子係止構造において、コネクタハウジングの高さ低減（低背化）のために、係止ランス
を端子挿入方向と交差する方向（横方向）に撓み可能とし、この係止ランスを端子収容室
の両側壁に一対設けることが従来よりなされている（特許文献１参照）。
【０００３】
　図９及び図１０は、特許文献１に記載された構造を示し、一対の係止ランス１１５を横
方向に撓み可能に端子収容室１１１内に設けた構造のコネクタ１００となっている。この
コネクタ１００は、端子（雌端子）２００が収容されるコネクタハウジング１１０と、コ
ネクタハウジング１１０の前端部分に取り付けられるリテーナ１３０とを備えている。
【０００４】
　コネクタハウジング１１０には、複数の端子収容室１１１が形成されており、図９に示
すように、それぞれの端子収容室１１１の左右の側壁１１３には、左右一対となる係止ラ
ンス１１５が横方向へ撓み可能に設けられている。一対の係止ランス１１５は端子１２０
に係止する係止突起１１７を有している。係止突起１１７は自由端である係止ランス１１
５の先端側に設けられており、係止ランス１１５の基端側は側壁１１３に連続している。
これにより係止ランス１１５は側壁１１３に両持ち梁構造となって設けられる。端子２０
０を端子収容室１１１内に挿入すると、一対の係止ランス１１５は端子２００から離れる
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ように撓んだ後、復帰して端子２００の先端部分の相手端子接触部２１０の後側に係止す
る。この係止によって端子２００の端子収容室１１１からの抜けが阻止される。
【０００５】
　リテーナ１３０はコネクタハウジング１１０の前端部分に取り付けられることによりコ
ネクタハウジング１１０の前端部分を覆うものであり、端子収容室１１１の上半分がリテ
ーナ１３０に覆われる。リテーナ１３０には、コネクタハウジング１１０の端子収容室１
１１に対応した貫通孔１３１が形成されている。又、リテーナ１３０には、係止ランス１
１５と端子収容室１１１の側壁１１３との間に差し込み可能な撓み規制片１３３が設けら
れている。撓み規制片１３３は側壁１１３と係止ランス１１５との間に差し込まれること
により、係止ランス１１５の係止解除方向への撓みを規制するものである。さらにリテー
ナ１３０には、治具挿通孔１３５が形成されている。治具挿通孔１３５はそれぞれの貫通
孔１３１と並行するように形成されている。この治具挿通孔１３５から抜き治具を端子収
容室１１１に挿入することにより係止ランス１１５を撓ませて端子２００との係止を解除
し、端子２００の引き抜きを可能とするものである。
【０００６】
　このようなコネクタ１００において、係止ランス１１５として２つの構造が開示されて
いる。第１の構造は、一対の係止ランス１１５における一方の係止ランス１１５の係止突
起１１７の係止面を端子２００の抜き動作に伴って撓むような傾斜面とするものである。
第１の構造においては、端子２００の抜き作業時に、端子収容室１１への抜き治具の挿入
によって他方の係止ランス１１５だけを撓ませて係止を解除し、傾斜面を有する一方の係
止ランス１１５は端子２００を抜き方向に引っ張ることによって撓ませて端子２００との
係止を解除するようになっている。
【０００７】
　第２の構造は、一対の係止ランス１１５の係止突起１１７に対して傾斜面を設けない構
造とするものであり、第２の構造においては、一対の係止ランス１１５が同じ係止力によ
って端子２００に両側から係止するため、強力な係止を行うことができる。第２の構造に
おける端子２００の抜き作業においては、２本の抜き治具をリテーナ１３０から端子収容
室１１１に挿入し、一対の係止ランス１１５のそれぞれを撓ませて係止を解除するもので
ある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００２－３６７７０６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、従来の構造では、係止ランス１１５の係止解除方向への撓みを規制する
ためにリテーナ１３０が必要であり、部品点数が多く構造が複雑である問題がある。
【００１０】
又、第１の構造及び第２の構造の係止ランス１１５のいずれにおいても、欠点を有してい
る。すなわち第１の構造においては、他方の係止ランス１１５を抜き治具によって撓ませ
ることにより係止ランス１１５の係止が解除できる反面、一方の係止ランス１１５におけ
る係止突起の係止面が傾斜面となっているため、端子２００の係止力が小さいものとなる
。又、第２の構造においては、端子２００の係止力が大きい反面、強度が小さな抜き治具
では係止ランス１１５を撓ませることが難しく、しかも一対の係止ランスを同時に係止解
除する必要があり、係止解除の操作が難しいものとなる。
【００１１】
 そこで、本発明は、横方向に撓む係止ランスを有する構造のコネクタにおいて、リテー
ナを不要として部品点数を削減でき、係止ランスの係止解除操作を容易とすることが可能
な端子係止構造を提供することを目的とする。



(4) JP 2012-146519 A 2012.8.2

10

20

30

40

50

【課題を解決するための手段】
【００１２】
請求項１記載の発明は、コネクタハウジングの端子収容室内に端子を係止する端子係止構
造であって、前記端子収容室への端子の挿入方向に対して交差する方向に撓み変形可能で
端子に係止して端子収容室内からの端子の抜けを阻止する係止ランスと、この係止ランス
の先端部から前記端子収容室の相手端子の挿入開口側へ延設され、端子収容室の内壁に連
結され端子収容室内への端子の挿入方向に対して前記係止ランスと共に前記交差する方向
へ撓み変形可能な可撓性アームとを備えていることを特徴とする。
【００１３】
 請求項２記載の発明は、請求項１記載の端子係止構造であって、前記係止ランスと可撓
性アームとに一体に形成されて前記端子収容室内に収容された端子を対向する壁面側へ押
さえる端子押さえ壁を有していることを特徴とする。
【００１４】
 請求項３記載の発明は、請求項２記載の端子係止構造であって、前記係止ランスと可撓
性アームとが端子収容室の対向面にそれぞれ設けられ、前記端子押さえ壁の先端面が前記
端子収容室の相手端子の挿入開口から視認可能な中途挿入検知面であることを特徴とする
。
【００１５】
 請求項４記載の発明は、請求項１～３のいずれか１項記載の端子係止構造であって、前
記係止ランスは、一端が端子収容室の端子挿入側に連結され、他端が端子収容室の相手端
子の挿入開口側に延設された可撓性支持部と、この可撓性支持部の先端側に設けられて端
子収容室に挿入された端子と係合して端子の抜けを阻止する係合部とによって形成されて
いることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　請求項１記載の発明によれば、係止ランスが端子の挿入方向に対して交差する方向に撓
み変形可能となっているため、コネクタハウジングの高さを低くした低背化コネクタとす
ることができる。
【００１７】
又、端子収容室の内壁に連結された可撓性アームが係止ランスの先端部に延設されている
ため、係止ランスに強度が付与され撓み方向への反力が大きくなっている。このため、係
止ランスの係止力を大きくすることができる。又、係止ランスは撓み方向への反力が大き
いため、係止ランスの撓み規制を行うためのリテーナが不要となり、部品点数を削減する
ことができる。
【００１８】
 又、可撓性アームは係止ランスとともに端子の挿入方向に対して交差する方向に撓み変
形可能となっているため、係止ランスの端子との係止解除を円滑に行うことができ、係止
解除操作が容易となる。
【００１９】
 請求項２記載の発明によれば、端子収容室内に収容された端子を押さえる端子押さえ壁
が設けられるため、端子を端子収容室内に押さえることができ、端子収容室からの端子の
飛び出しを防止できる。又、端子押さえ壁が係止ランス及び可撓性アームに一体に形成さ
れていることから係止ランスの強度が大きくなって撓み方向への反力がさらに大きくなり
、端子への係止力を大きくすることができる。
【００２０】
　 請求項３記載の発明によれば、係止ランス及び可撓性アームが端子収容室の対向面に
設けられることにより端子を左右の横方向から係止することができる。又、端子押さえ壁
の先端面が中途挿入検知面となっており、この中途挿入検知面の広がり状態によって端子
の中途挿入状態を検知することができるため、端子の挿入状態を確認することができる。
【００２１】
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　請求項４記載の発明によれば、係止ランスを構成する可撓性支持部の一端が端子収容室
の端子挿入側に連結され、他端が端子収容室の相手端子の挿入開口側に延設されているた
め、係止ランスが端子収容室に両持ち梁構造で支持され、大きな強度が付与されて撓み方
向への反力が大きくなる。このため可撓性支持部の先端側に設けられた係合部が端子に強
力に係止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の一実施形態の端子係止構造に用いられるコネクタの斜視図である。
【図２】コネクタの正面図である。
【図３】図２におけるＡ－Ａ線断面図である。
【図４】本発明の一実施形態に用いられる端子の斜視図である。
【図５】本発明の一実施形態に用いられる抜き治具の斜視図である。
【図６】端子を端子収容室に挿入する当初の動作を示す斜視図である。
【図７】端子を端子収容室に挿入した状態を示す斜視図である。
【図８】端子を端子収容室から引き抜く状態を示す斜視図である。
【図９】従来のコネクタにおける端子係止構造を示す分解斜視図である。
【図１０】従来の端子係止構造を示す平面からの断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　図１～図９は本発明の一実施形態の端子係止構造１を示し、図１は端子係止構造１に用
いられるコネクタ２の斜視図、図２は正面図、図３は図２におけるＡ－Ａ線断面図、図４
は端子４の斜視図、図５は抜き治具５の斜視図、図６～図８は動作を説明する斜視図であ
る。
【００２４】
　図１～図５に示すように、端子係止構造１に用いられるコネクタ２は、コネクタハウジ
ング３と、図４に示す端子（雌端子）４と、図５に示す抜き治具５とを備えている。
【００２５】
　コネクタハウジング３は絶縁性合成樹脂により成形されており、図１～図３に示すよう
に左右２列上下２段からなる複数の端子収容室１１が長さ方向に貫通するように形成され
ている。それぞれの端子収容室１１には、端子４が挿入されて収容される。それぞれの端
子収容室１１に対し、端子４は後側の端子挿入口１２から挿入される。端子収容室１１に
おける端子挿入口１２と反対側の端部の開口は、相手端子（雄端子）が挿入される挿入開
口１３となっている。挿入開口１３は四角形となって開口されており、挿入開口１３には
相手端子の挿入方向に向かって開口が徐々に狭くなるテーパ状の端子拾い面１４が形成さ
れている。端子拾い面１４は相手端子を端子収容室１１内の端子４内に導くガイドとなる
ものである。
【００２６】
　図４に示すように、端子４は導電性金属板のプレス加工により成形されるものであり、
先端側から後端側に向かって相手端子接触部４１、連結部４２、電線圧着部４３が連続状
に形成された形状となっている。相手端子接触部４１は矩形ボックス形状に形成されてお
り、その内部には相手端子の先端部（タブ）と接触することにより電気的に接続される弾
性接触片４４が形成されている。電線圧着部４３は電線４５に圧着することにより電線４
５と電気的に接続される。連結部４２は電線圧着部４３と相手端子接触部４１とを連結し
て導通させる部位である。このような端子４は相手端子接触部４１を先頭として端子収容
室１１に挿入される。
【００２７】
　図１及び図３に示すように、それぞれの端子収容室１１は可撓性アーム１７と、係止ラ
ンス１８とを有している。一の端子収容室１１に対し可撓性アーム１７及び係止ランス１
８は組となって設けられるものであり、組となった可撓性アーム１７及び係止ランス１８
は一の端子収容室１１に対して一対がそれぞれ設けられる。一対の可撓性アーム１７及び
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係止ランス１８は、それぞれの端子収容室１１の対向面に設けられており、これにより端
子収容室１１に挿入される端子４の左右両側に位置している。
【００２８】
　組となっている可撓性アーム１７及び係止ランス１８は、端子収容室１１に挿入される
端子４の相手端子接触部４１に対応した前方領域２２に設けられる。この前方領域２２よ
りも端子４の挿入側（後方側）の後方領域２３は端子４の連結部４２及び電線圧着部４３
が挿入される領域となっている（図３参照）。
【００２９】
　組となっている可撓性アーム１７及び係止ランス１８は共に、端子収容室１１へ端子４
を挿入したとき、端子４の挿入方向に対して交差する方向（横方向）に撓み変形可能とな
っている。撓み変形は端子４から離れる方向に向かってなされるものである。この撓み変
形を可能とするため、左右で隣接する端子収容室１１で対向している内方側の可撓性アー
ム１７の間に内側撓み用空間１５ａが形成されるとともに、外方側の可撓性アーム１７と
コネクタハウジング３の外面壁１６との間に外側撓み空間１５ｂが形成されている（図３
参照）。
【００３０】
　図１及び図２に示すように、可撓性アーム１７は端子収容室１１の左右両側で端子収容
室１１の底壁１１ａから立ち上がるように形成されており、上端部は相手端子が挿入され
る挿入開口１３よりも高くなっている。可撓性アーム１７は薄板状となっており、端子収
容室１１の後方領域２３の内壁２４から挿入開口１３に向かって直線的に延びている。こ
れにより可撓性アーム１７は両持ち梁構造となっており、端子４の挿入方向に対して交差
する横方向に撓み変形可能となっている。かかる可撓性アーム１７は端子収容室１１を他
の端子収容室１１及び周囲から区画する壁部ともなっている。又、それぞれの端子収容室
１１において、対となっている左右両側の可撓性アーム１７は相手端子が挿入される挿入
開口１３側が開いた状態となっており、この開口部分が抜き治具５が端子収容室１１に挿
入される治具挿入口２６となっている（図１及び図８参照）。
【００３１】
係止ランス１８は端子収容室１１内に挿入された端子４に係止して端子４の抜けを阻止す
る。この場合、係止ランス１８は端子４における相手端子接触部４１の後端面に係止する
ものである（図３及び図７参照）。かかる係止ランス１８はそれぞれの可撓性アーム１７
に一体に形成されるものであり、可撓性アーム１７における端子収容室１１に臨む側の側
面の上部から端子収容室１１内に突出するように可撓性アーム１７に形成されている。こ
の場合、後述するように係止ランス１８は可撓性アーム１７に一体に形成された端子押さ
え壁１９に一体に形成されており、この端子押さえ壁１９が端子収容室１１内に突出する
ことから係止ランス１８が端子収容室１１内に突出するものである（図１参照）。
【００３２】
 又、係止ランス１８に対し、可撓性アーム１７は係止ランス１８の先端部よりも延設さ
れた状態となっている。このように可撓性アーム１７が係止ランス１８の先端部よりも延
びていることにより、可撓性アーム１７に一体に形成される係止ランス１８に強度が付与
され係止ランス１８の撓み方向への反力が大きくなっている。これにより端子４に対する
係止ランス１８の係止力が大きくなっている。従って、従来のように係止ランス１８の撓
みを規制するリテーナが不要となり、部品点数を削減することができる。
【００３３】
 この実施形態において、可撓性アーム１７における端子収容室１１に臨む側の側面の上
部には端子押さえ壁１９が一体に形成されており、係止ランス１８は端子押さえ壁１９に
一体に形成されている。
【００３４】
 図１に示すように、端子押さえ壁１９はそれぞれの可撓性アーム１７の長さ方向に沿っ
て延びるように可撓性アーム１７の側面の上部に一体に形成されている。すなわち、端子
押さえ壁１９は端子収容室１１の後方領域２３の端面を起点として可撓性アーム１７に沿
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って延びるように形成される。この場合、可撓性アーム１７が端子収容室１１の左右両側
に設けられることから、端子押さえ壁１９も端子収容室１１の左右両側に設けられている
。このような端子押さえ壁１９は端子収容室１１内に挿入される端子４（端子４の相手端
子接触部４１）を端子収容室１１の底壁１１ａに押さえるように作用し、端子収容室１１
からの端子４の飛び出しを防止する。これにより端子４を安定して端子収容室１１内に収
容した状態とすることができる。
【００３５】
 図１及び図３に示すように、端子押さえ壁１９は可撓性アーム１７の全長よりも幾分、
短尺に形成されている。これにより端子押さえ壁１９は端子収容室１１内で途切れた状態
となっており、途切れた先端面が中途挿入検知面２０となる。この中途挿入検知面２０は
図２に示すように端子収容室１１の挿入開口１３側から視認することが可能となっている
（図２参照）。端子４を端子収容室１１内に挿入すると可撓性アーム１７が端子４の挿入
方向と交差する方向（横方向）に撓み、この撓みによって端子押さえ壁１９も同様に撓み
、中途挿入検知面２０が広がるように変位する。この中途挿入検知面２０の広がり状態を
視認することにより端子収容室１１内への端子４の挿入状態を確認することができる。
【００３６】
　 それぞれの係止ランス１８はこのような端子押さえ壁１９の長さ方向の中間部分から
端子収容室１１の底面１１ａ側（下方側）に突出するように形成されている。又、係止ラ
ンス１８は端子押さえ壁１９と一体となって端子収容室１１内に突出し、これらの突出に
よって係止ランス１８が端子４に係止する。この場合、端子押さえ壁１９は可撓性アーム
１７に一体に形成され、この端子押さえ壁１９に係止ランス１８が一体に形成されている
ことにより係止ランス１８の強度を大きくすることができ、撓み方向への反力がさらに大
きくなっている。従って、端子４の係止力を大きくすることが可能となる。
【００３７】
　この実施形態において、係止ランス１８は可撓性支持部１８ａと、係合部１８ｂとによ
って形成されている。図１及び図３に示すように、可撓性支持部１８ａは一端（後端）が
端子収容室１１の端子挿入側である後方領域２３に連結されており、この連結状態で他端
（先端）が可撓性アーム１７の長さ方向に沿って延びることにより他端が挿入開口１３側
に延設されている。このように可撓性支持部１８ａが形成されることにより、係止ランス
１８が端子収容室１１に両持ち梁構造で支持される。従って、係止ランス１８に大きな強
度が付与されて撓み方向への反力が大きくなるため、係止ランス１８が端子４に強力に係
止することができる。
【００３８】
可撓性支持部１８ａにおける後方領域２３側には、端子４の挿入方向に沿って斜め方向と
なっているテーパ面１８ｃが形成されている。テーパ面１８ｃは端子収容室１１内に端子
４が挿入されたとき、端子４の相手端子接触部４１の先端面が当接する。この当接により
可撓性支持部１８ａに対して端子４の挿入方向と交差する横方向の撓み力が作用し、係止
ランス１８が可撓性アーム１７と一体となって同方向に撓み変形する。
【００３９】
 係合部１８ｂは可撓性支持部１８ａの先端に形成されている。この係合部１８ｂは可撓
性支持部１８ａの先端を端子挿入方向と直交する方向に切り欠いて段部とすることにより
形成されており、端子収容室１１に挿入された端子４の相手端子接触部４１の後端面に係
止する。この係止により端子４を端子収容室１１内に収容した状態とするとともに端子４
が端子収容室１１内から抜け出ることを阻止する。
【００４０】
 図６及び図７は、端子収容室１１に端子４を挿入する動作を示す。図６に示すように、
端子４は相手端子接触部４１を先頭にして端子挿入口１２から端子収容室１１内に挿入さ
れる。挿入される端子４は、その相手端子接触部４１が係止ランス１８のテーパ面１８ｃ
に当接するため、係止ランス１８、可撓性アーム１７及び端子押さえ壁１９が一体に端子
挿入方向と交差した横方向に撓み変形する。撓み変形は可撓性アーム１７、端子押さえ壁
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１９及び係止ランス１８が端子収容室１１の外側に撓む方向になされる。又、この撓み変
形は端子収容室１１の外側に設けられている内側撓み用空間１５ａ及び外側撓み用空間１
５ｂによって吸収される。この場合、内側撓み用空間１５ａは左右で隣接している端子収
容室１１の双方からの撓みを吸収するため、撓み用空間を隣接している端子収容室１１で
共有することができる。これによりコネクタハウジング３を小型化することができる。
【００４１】
 以上の可撓性アーム１７、端子押さえ壁１９及び係止ランス１８の外側への撓み変形に
より、これらが端子４から離れるため、端子４を円滑に挿入することができる。
【００４２】
 この撓み変形は端子４の相手端子接触部４１がテーパ面１８ｃを摺動する間、継続し、
端子４が端子収容室１１内に完全に挿入されることにより相手端子接触部４１がテーパ面
１８ｃの摺動から離脱する。これにより係止ランス１８は可撓性アーム１７及び端子押さ
え壁１９と一体となって元の状態に復帰し、係合部１８ｂが相手端子接触部４１に係止す
る（図７参照）。これにより端子４を抜け止め状態で端子収容室１１内に収容することが
できる。
【００４３】
 かかる端子４の端子収容室１１内への挿入の際には、端子押さえ壁１９の中途挿入検知
面２０を視ることにより、端子４の挿入状態を確認することができる。
【００４４】
 図８は端子４を端子収容室１１から引き抜く動作を示す。端子４の引き抜きに際しては
抜き治具５が用いられる。抜き治具５は図５に示すように、指で把持される本体部５１か
ら抜きロッド５２が延設されており、抜きロッド５２の延設端部に押圧面５３が形成され
ている。押圧面５３は左右に２面が形成されている。それぞれの押圧面５３は斜めのテー
パ面となっている。
【００４５】
 抜き治具５は押圧面５３を端子収容室１１に向けた状態で治具挿入口２６から端子収容
室１１に挿入される。抜き治具５の押圧面５３は、端子収容室１１で対向している左右の
可撓性アーム１７に当接して摺動するため、可撓性アーム１７、端子押さえ壁１９及び係
止ランス１８が一体となって端子収容室１１の外側に撓むように押し広げ変形する。この
変形により、左右両側の係止ランス１８における係合部１８ｂが端子４の相手端子接触部
４１との係止から外れる。これにより係止ランス１８の係止が解除されるため、端子４を
端子収容室１１から引き抜くことができる。このように抜き治具５を端子収容室１１に挿
入するだけで端子４を引き抜くことができるため、端子４の引き抜き操作が容易となる。
【００４６】
 このような実施形態によれば、係止ランス１８が端子４の挿入方向に対して交差する方
向に撓み変形可能となっているため、コネクタハウジング３の高さを低くした低背化コネ
クタとすることができる。
【００４７】
 又、端子収容室１１の内壁２４に可撓性アーム１７が連結され、この可撓性アーム１７
が係止ランス１８の先端部に延設されているため、係止ランス１８に強度が付与されて撓
み方向への反力を大きくすることができる。これにより端子４に対する係止ランス１８の
係止力を大きくすることができる。しかも係止ランス１８の撓み方向への反力が大きいた
め、係止ランス１８の撓み規制を行うためのリテーナが不要となり、部品点数を削減する
ことができる。又、可撓性アーム１７が係止ランス１８とともに端子４の挿入方向に対し
て交差する横方向に撓み変形可能となっているため、係止ランス１８の端子４との係止解
除を円滑に行うことができ、係止解除操作が容易となる。
【００４８】
 又、端子収容室１１内に収容された端子４を押さえる端子押さえ壁１９が可撓性アーム
１７に設けられるため、端子４を端子収容室１１内に押さえることができ、端子収容室１
１からの端子４の飛び出しを防止できる。しかも、端子押さえ壁１９が係止ランス１８及
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て撓み方向への反力がさらに大きくなり、端子４への係止力を大きくすることができる。
【００４９】
　 又、係止ランス１８及び可撓性アーム１７が端子収容室１１の対向面に設けられてい
るため、端子４を左右の横方向から係止することができ、端子４を安定して係止すること
ができる。又、端子押さえ壁１９の先端面が中途挿入検知面２０となっており、中途挿入
検知面２０の広がり状態によって端子４の挿入状態を確認することができる。
【００５０】
　又、係止ランス１８が端子収容室１１に両持ち梁構造で支持されているため、大きな強
度が付与されて撓み方向への反力が大きくなり、係止ランス１８が端子４に強力に係止す
ることができる。
【００５１】
　なお、本実施形態では、メスコネクタを例にとって説明したが、オスコネクタについて
も本発明を適用し、実施可能である。
【符号の説明】
【００５２】
３　コネクタハウジング
４　端子
５　抜き治具
１１　端子収容室
１３　挿入開口
１７　可撓性アーム
１８　係止ランス
１８ａ　可撓性支持部
１８ｂ　係合部
１９　端子押さえ壁
２０　中途挿入検知面
２４　内壁
４１　相手端子接触部
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